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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の趣旨 

平成 12 年に介護保険制度がスタートして以来、20 年以上が経過し、介護サ

ービス利用者は創設時の３倍となりました。この間、「介護の社会化」や地域包

括支援センターの整備など、介護を社会全体で担うための体制が推進されてき

ました。しかし、高齢化の進展に伴う要介護者の増加、介護給付費の増加、さ

らに介護保険料の高騰、介護サービス提供体制の充実を支える人材の育成・確

保、医療と介護の連携、認知症対策、高齢者虐待など、依然として様々な課題

が山積しています。 

こうした中、いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳の高齢期に到達するとともに

介護ニーズの高い 85歳以上人口が急速に増加することが見込まれる 2040年（令

和 22 年）を見据えた計画の推進が求められています。 

戸沢村高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和３年度～５年度）で

は、介護保険制度の改正を踏まえ、団塊の世代が全て後期高齢者となる令和７

年（2025 年）を見据え、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的・継続

的に提供される地域包括ケアシステムの深化を目標として、計画の理念や施策の

方向性を明示してきました。 

今後は、2040 年（令和 22 年）を見据えた介護サービス基盤や環境の整備を

図りつつ、地域包括ケアシステムの基本的理念と地域共生社会の実現に向けて、

本村が目指すべき高齢者福祉の基本的な方針を定め、具体的に取り組むべき施

策を明らかにすることを目的に、「戸沢村高齢者福祉計画・第９期介護保険事業

計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 
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第２節 第９期計画の基本指針の概要 

■基本指針の概要（社会保障審議会介護保険部会資料） 

項目 内容 

基本的な考え方 ・次期計画期間中には、団塊の世代が全員 75 歳以上となる 2025 年を迎
えることになる。 

・また、高齢者人口がピークを迎える 2040 年を見通すと、85 歳以上人口
が急増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズの
ある要介護高齢者が増加する一方、生産年齢人口が急減することが見
込まれている。 
・さらに、都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以

上に中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて
介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて地域包括ケ
アシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上

を図るための具体的な施策や目標を、優先順位を検討した上で介護保
険事業（支援）計画に定めることが重要となる。 

介 護 サ

ービス基

盤 の 計

画 的 な

整備 

①地域の実

情に応じた

サービス基

盤の整備 

 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、

施設・サービス種別の変更など既存施設・事業所の在り方も含め検討
し、地域の実情に応じて介護サービス基盤を計画的に確保していくこと
が必要 
・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効

率的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 
・中長期的なサービス需要の見込みを、サービス提供事業者を含め地域

の関係者と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

②在宅サー

ビスの充実 

 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問
介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護

など地域密着型サービスの更なる普及 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な

在宅サービスの設備を推進することの重要性 
・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保

健施設による在宅療養支援の充実 

地 域 包

括ケアシ

ステムの

深化・推

進 に 向

けた取組 

①地域共生

社会の実現 

 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤と
なり得るものであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という
関係を超えて、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援
の取組を促進する観点から、総合事業の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図ると
ともに、重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括
的な相談支援等を担うことも期待 
・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解
を深めることが重要 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための
医療・介護情報基盤を整備 

③保険者機

能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

地域包括ケアシステム

を支える介護人材確保

及び介護現場の生産性

向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境
の改善による離職防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合

的に実施 
・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推

進。介護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 
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第３節 計画の位置付け 

高齢者福祉計画は、高齢者の健康と福祉の増進を図るため、老人福祉法第 20

条の８の規定に基づき策定する計画です。また、介護保険事業計画は、介護保

険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため、介護保険法第 117 条の規定に

基づき策定する計画です。国が定める基本指針を踏まえて都道府県、市町村が

計画を策定します。 

また、本計画は戸沢村の上位計画である「戸沢村総合計画」の方向性を踏ま

えるとともに、関連する諸計画、国の法制度や指針、県の計画との整合性を図

りながら策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 計画の期間 

本計画の期間は、介護保険法第 117 条第１項の規定に基づき、令和６年度か

ら令和８年度までの３年間を計画期間とします。 

ただし、社会状況の変化や関連制度・法令の改正、施策の推進状況等を踏ま

え、必要に応じて見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次戸沢村総合計画 

戸沢村高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

令和 22 年（2040 年） 

団塊ジュニア世代が 65 歳に 

令和 22 年までの長期展望 

第９期計画 

令和６年度 

～令和８年度 

第 10 期計画 

令和 9 年度 

～令和 11 年

度 

第 11 期計画 

令和 12 年度 

～令和 14 年度 

第 14 期計画 

令和 21 年度 

～令和 23 年度 

第 12 期計画 

第 13 期計画 

～ 

戸沢村障がい者計画 

戸沢村健康関係各種計画 

戸沢村地域福祉計画 

連携 
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第５節 計画の策定体制 

本計画は、策定委員会や各種調査、パブリックコメントなどにより、高齢者

に関する状況や意向等を踏まえ、策定しました。 

（１）策定委員会 

保健・医療・福祉等関係者、識見者、地域住民代表及び行政関係者からなる

「戸沢村高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会」を設置し、審議を行

いました。 

（２）調査の実施 

計画策定の基礎資料とするため、令和４年 12 月に村内在住の 65 歳以上の方

1,425 人に「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を実施しました。また、65

歳以上の要介護認定であり、かつ、在宅サービスを受けている方 139 人を対象

とした「在宅介護実態調査」を実施しました。 

（３）パブリックコメント 

公共施設及びホームページにおいて計画案を公表し、意見を収集しました。 

 

 

第６節 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、

人口、交通事情などの社会的条件を総合的に勘案し、より身近な地域に公共介

護施設などの整備を求める観点から設定するものです。戸沢村では村内全域を

１圏域としています。 
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第２章 村の現状及び推計 

第１節 被保険者の推移・推計 

被保険者数は 3,000 人台を減少傾向で推移しており、令和５年は 2,979 人と

なっています。また、令和６年以降も減少を続け、令和 22 年には 2,359 人と推

計されます。 

■被保険者数の推移・推計 

資料：厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 

 

第２節 要介護（要支援）認定者数の状況・推計 

第１号被保険者の要支援・要介護認定者数は 350 人弱で推移しており、予防

給付対象者（要支援１・２）は 50～60 人程度、介護給付対象者（要介護１～５）

は 300 人弱で推移しています。 

■要介護（要支援）認定者数の推移・推計 

資料：厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」  

1,727 1,725 1,717 1,715 1,712 1,702 1,500 

1,360 1,310 1,262 1,212 1,163 1,124 
859 

3,087 3,035 2,979 2,927 2,875 2,826 

2,359 

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和22年

第1号被保険者 第2号被保険者

54 63 66 67 66 65 65 

293 285 275 279 277 277 286 

347 348 341 346 343 342 351 

0人

100人

200人

300人

400人

500人

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和22年

予防給付対象者（要支援１・２） 介護給付対象者（要介護１～５）
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第３節 高齢者世帯の状況 

高齢者のいる世帯は、令和２年にはほぼ平成 27 年と同数となっています。た

だ、単身世帯と夫婦のみ世帯で上昇しており、単身世帯を比べると平成 27 年と

比べると 52 世帯多い 165 世帯、夫婦のみ世帯を比べると 21 世帯多い 176 世帯

となっています。 

■高齢者を含む世帯数の推移 

区分 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯数 （世帯） 1,482 1,447 1,387 1,350 

高齢者のいる世帯 
（世帯） 

（％） 
1,122 1,085 1,054 1,052 

 単身世帯 
（世帯） 

（％） 
89 102 113 165 

 夫婦のみ世帯 
（世帯） 

（％） 
116 133 155 176 

資料：国勢調査 
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76.6 9.2

4.6

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=957)

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている

無回答

第４節 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果（抜粋） 

（１）調査の概要 

本調査は、地域における高齢者の生活実態及び課題等の状況を把握し、令和

５年度に策定を予定している「戸沢村高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計

画」の基礎資料を得ることを目的として実施しました。 

（２）調査の種類と実施方法 

調査対象 一般高齢者及び要支援者 

配布数 1,425 件 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和４年 12 月 

（３）回収結果 

配布数 回収数 有効回収数 

1,425 人 
960 人 

（回収率 67.4％） 

957 人 

（回収率 67.2％） 

（４）調査結果の概要 

① 介護・介助の必要性 

介護・介助の必要性については、全体では「介護・介助は必要ない」の割合

が 76.6％で最も高く、次いで「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けて

いない」（9.2％）、「現在、何らかの介護を受けている」（4.6％）の順となって

います。 
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7.6 47.6 28.8 7.5 8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=957)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答 .

3.0

37.2 44.1

4.4

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=957)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答 .

② 地域活動へ参加者としての参加意向 

地域活動へ参加者としての参加意向については、全体では「是非参加したい」

（7.6％）と「参加してもよい」（47.6％）を合わせた“参加したい”の割合が

55.2％で、「参加したくない」（28.8％）を上回っています。なお、「既に参加し

ている」の割合は 7.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域活動へ企画・運営としての参加意向 

地域活動へ企画・運営としての参加意向については、全体では「参加したく

ない」の割合が 44.1％で、「是非参加したい」（3.0％）と「参加してもよい」

（37.2％）を合わせた“参加したい”（40.2％）をやや上回っています。なお、

「既に参加している」の割合は 4.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

9 

51.8

42.1

36.7

30.3

30.2

18.9

1.1

3.1

4.0

0% 20% 40% 60%

配偶者

兄弟姉妹・親戚・親・孫

友人

別居の子ども

同居の子ども

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

全体(n=957) .

58.6

40.0

25.5

22.0

4.2

2.9

0.8

4.4

4.2

0% 20% 40% 60%

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

友人

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

全体(n=957) .

④ 心配事や愚痴を聞いてくれる人 

心配事や愚痴を聞いてくれる人については、全体では「配偶者」の割合が 51.8％

で最も高く、次いで「兄弟姉妹・親戚・親・孫」（42.1％）、「友人」（36.7％）

の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 看病や世話をしてくれる人 

看病や世話をしてくれる人については、全体では「配偶者」の割合が 58.6％

で最も高く、次いで「同居の子ども」（40.0％）、「別居の子ども」（25.5％）の

順となっています。 
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32.6 23.0 44.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=957)

はい いいえ 無回答 .

5.2 21.8 20.1

3.6

30.1 19.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=957)

大いに思う やや思う あまり思わない

まったく思わない わからない 無回答

⑥ 認知症に関する相談窓口を知っているか 

認知症に関する相談窓口を知っているかについては、全体では「はい」の割

合が 32.6％で、「いいえ」（23.0％）を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 戸沢村は認知症になっても住みやすい地域だと思うか 

認知症になった際の戸沢村の住み心地については、全体では「わからない」

の割合が 30.1％で最も高く、次いで「大いに思う」（5.2％）と「やや思う」（21.8％）

を合わせた“住みやすい”（27.0％）、「あまり思わない」（20.1％）と「まった

く思わない」（3.6％）を合わせた“住みづらい”（23.7％）の順となっています。 
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13.6 

35.0 

31.6 

0.8 

22.3 

46.0 

35.1 

14.3 

71.3 

63.0 

66.4 

88.6 

68.1 

48.3 

54.3 

80.3 

15.2 

2.0 

2.1 

10.6 

9.6 

5.7 

10.6 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運動器リスク判定

転倒リスク判定

閉じこもりリスク判定

低栄養リスク判定

口腔機能リスク判定

認知機能リスク判定

うつ傾向リスク判定

IADL判定リスク判定

該当 非該当 不明

⑧ リスク判定結果 

リスク判定の結果、それぞれのリスク該当者の割合は、認知機能リスクが

46.0％、うつ傾向リスク判定が 35.1％、転倒リスク判定が 35.0％となっていま

す。 
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18.7% 16.5% 8.6% 7.9% 48.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=139)

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日 無回答

第５節 在宅介護実態調査結果（抜粋） 

（１）調査の概要 

高齢者の生活実態や要望等についてアンケート調査を行い、調査の集計・分

析結果等を取りまとめ、「戸沢村高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画」に

おける需要量の見込みを設定する基礎資料とする目的で実施しました。 

（２）調査の種類と実施方法 

調査対象 
要介護認定を受けており、在宅サービスを受けている村内在住
の 65 歳以上の方 

配布数 約 200 人を無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和４年 12 月 

（３）回収結果 

配布数 回収数 有効回収数 

200 人 
139 人 

（回収率 69.5％） 

139 人 

（回収率 69.5％） 

（４）調査結果の概要 

① 主な介護者 

家族等による主な介護の頻度は、全体では「ほぼ毎日」の割合が最も高く 48.2％

となっており、次いで「ない」（18.7％）、「週１日以下」（16.5％）となってい

ます。 
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0.0%

0.0%

0.9%

5.3%

23.9%

38.9%

16.8%

13.3%

0.0%

0.9%

0% 20% 40% 60%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=113)

23.0%

15.9%

0.9%

12.4%

14.2%

23.0%

9.7%

74.3%

43.4%

25.7%

1.8%

73.5%

74.3%

58.4%

4.4%

0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=113)

② 介護者の年齢 

介護者の年齢については、全体では「60 代」の割合が最も高く 38.9％となっ

ており、次いで「50 代」（23.9％）、「70 代」（16.8％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 主な介護者の方が行っている介護等 

主な介護者の方が行っている介護等については、全体では「外出の付き添い、

送迎等」、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）」の割合が高く、ともに 74.3％

となっています。次いで「食事の準備（調理等）」（73.5％）、「金銭管理や生活

面に必要な諸手続き」（58.4％）となっています。 
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1.8%

0.9%

4.4%

0.0%

86.7%

0.0%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞め

た（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はい

ない

わからない

無回答

合計(n=113)

9.4%

5.8%

3.6%

4.3%

6.5%

19.4%

28.8%

17.3%

15.8%

2.9%

45.3%

7.9%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=139)

④ 過去１年間で介護を理由に退職した家族・親族 

過去１年間で介護を理由に退職した家族・親族については、全体では「介護

のために仕事を辞めた家族・親族はいない」の割合が最も高く 86.7％となって

おり、次いで「主な介護者が転職した」（4.4％）、「主な介護者が仕事を辞めた

（転職除く）」（1.8％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについては、全体では

「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」の割合が 28.8％で最も高く、次い

で「外出同行（通院、買い物など）」（19.4％）、「見守り、声かけ」（17.3％）の

順となっています。なお、「特になし」の割合が 45.3％と高くなっています。 
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63.6%

10.9%

14.5%

0.0%

9.1%

1.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免

除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」し

ながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」

を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、

働いている

介護のために、2～4以外の調整をしながら、

働いている

わからない

無回答

合計(n=55)

⑥ 介護者の働き方についての調整等 

介護者の働き方についての調整等については、全体では「特に行っていない」

の割合が 63.6％と最も高く、「介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている」（14.5％）、「介護のために、「労働時間を調整（残業

免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている」（10.9％）

となっています。 
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21.8%

7.3%

18.2%

21.8%

1.8%

7.3%

3.6%

12.7%

0.0%

23.6%

5.5%

3.6%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制な

ど）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークな

ど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=55)

⑦ 介護者の仕事と介護の両立に効果的な勤め先からの支援 

介護者の仕事と介護の両立に効果的な勤め先からの支援については、全体で

は「自営業・フリーランス等のため、勤め先はない」と「労働時間の柔軟な選

択（フレックスタイム制など）」がともに 21.8％と最も高く、次いで「制度を

利用しやすい職場づくり」（18.2％）となっています。 

「特にない」の割合が最も高く 23.6％となっています。 
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20.4%

19.5%

2.7%

25.7%

5.3%

3.5%

8.8%

41.6%

6.2%

31.0%

3.5%

15.0%

12.4%

6.2%

4.4%

10.6%

1.8%

4.4%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=113)

⑧ 介護者が不安に感じる介護 

介護者が不安に感じる介護については、全体では「外出の付き添い、送迎等」

の割合が最も高く 41.6％となっています。次いで、「認知症状への対応」（31.0％）、

「入浴・洗身」（25.7％）となっています。 
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第６節 介護保険サービスの利用状況及び実績 

１ 要支援・要介護認定者数 

要支援・要介護認定者数は 340 人前後となっており、令和５年９月末は 335

人で、第１号被保険者数に占める割合は 19.5％となっています。 

■要支援・要介護認定者数の推移 

                                         （人） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

要支援１ 23 30 30 31 33 

要支援２ 28 20 20 29 29 

要介護１ 79 65 62 54 52 

要介護２ 65 78 76 65 64 

要介護３ 44 44 48 58 63 

要介護４ 63 52 53 59 51 

要介護５ 45 47 52 46 43 

合計 347 336 341 342 335 

認定率 19.8％ 19.2％ 19.8％ 19.9％ 19.5％ 

第１号被保険者数 1,750 1,746 1,718 1,715 1,722 

資料：介護保険事業状況報告（月報） 

 

２ 介護保険サービス利用者数 

要支援・要介護認定を受けた高齢者の多くが、介護保険サービスを利用して

おり、受給率は令和５年９月現在で 98.8％と高くなっています。居宅介護サー

ビス利用者が多く、利用者の半数を超えています。 

■サービス受給状況 

                                         （人） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護サービス 176 182 183 164 178 

地域密着型サービス 44 44 46 44 44 

施設介護サービス 108 104 110 106 104 

合計 328 330 339 314 326 

受給率 95.9％ 94.8％ 96.3％ 94.3％ 98.8％ 

認定者数 342 348 352 333 330 

資料：介護保険事業状況報告（年報） 
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３ 介護保険給付費 

介護保険サービス給付費は、約５億 7,000～8,000 万円台を推移しており、令

和４年度がやや少なく、約５億 4,400 万円となっています。サービス給付費で

は施設介護サービス給付費の割合が高く、令和４年度は 59.6％を占めています。 

■介護保険給付費 

                                      （円） 

４ サービス別利用状況 

各種介護保険サービスの第８期の計画値と利用実績は以下のとおりとなって

います。 

■介護保険サービスの利用状況（居宅サービス） 

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス種類 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

（１）居宅サービス 
 

訪問介護 
回数 882 1,039  852 373  817 353  

 人数 29 32  29 19  28 21  
 

訪問入浴介護 
回数 25 24  25 5  25 3  

 人数 6 6  6 2  6 1  
 

訪問看護 
回数 107 199  109 142  107 334  

 人数 12 19  12 15  12 17  
 

訪問リハビリテーション 
回数 20 0  20 0  20 0  

 人数 1 0  1 0  1 0  
 居宅療養管理指導 人数 6 20  6 18  6 26  
 

通所介護 
回数 675 562  676 580  670 613  

 人数 73 64  73 69  73 70  
 

通所リハビリテーション 
回数 89 62  89 50  89 62  

 人数 12 8  12 7  12 9  
 

短期入所生活介護 
日数 185 204  185 181  185 211  

 人数 15 17  15 17  15 17  
 

短期入所療養介護 
日数 2 7  2 7  2 0  

 人数 1 1  1 0  1 0  

 特定施設入居者生活

介護 
人数 7 4  7 3  7 4  

 福祉用具貸与 人数 81 96  80 83  79 75  
 特定福祉用具販売 人数 1 1  1 1  1 0  

 住宅改修 人数 1 0  1 0  1 0  

 居宅介護支援 人数 133 151  133 132  128 129  

※令和５年度の実績値は９月実績までの見込量です。 

 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

居宅介護サービス 185,615,379 183,064,017 181,199,100 150,154,164

地域密着型サービス 91,260,562 91,059,814 90,293,880 81,781,658

施設介護サービス 301,342,629 308,466,419 306,067,064 342,483,021

合　　計 578,218,570 582,590,250 577,560,044 574,418,843
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■介護予防サービスの利用状況 

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス種類 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

（１）介護予防サービス 
  介護予防訪問入浴介

護 

回数 0  0  0  0  0  0  

 人数 0  0  0  0  0  0  

  
介護予防訪問看護 

回数 27 58  27 57  27 43  

  人数 4 5  4 6  4 6  

  介護予防訪問リハビリ

テーション 

回数 0  0  0  0  0  0  

  人数 0  0  0  0  0  0  

  
介護予防居宅療養管

理指導 
人数 1 3  1 2  1 1 

  
介護予防通所リハビリ

テーション 
人数 4 3  4 3 4 2 

  介護予防短期入所生

活介護 

日数 6 8  6 9  6 6  

  人数 1 1  1 1  1 1  

  介護予防短期入所療

養介護 

日数 0  0  0  0  0  0  

  人数 0  0  0  0  0  0  

  
介護予防特定施設入

居者生活介護 
人数 0  0  0  0  0  0  

  
介護予防福祉用具貸

与 
人数 22 24  23 28  23 31 

  
特定介護予防福祉用

具販売 
人数 1 1  1 0  1 0  

 介護予防住宅改修 人数 1 1  1 0  1 0  

 介護予防支援 人数 37 30  37 34  37 36 

※令和５年度の実績値は９月実績までの見込量です。 
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■地域密着型サービス・介護保険施設サービス 

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス種類 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護 
人数 0  0  0  0  0  0  

 夜間対応型訪問介護 人数 0  0  0  0  0  0  
 
認知症対応型通所介護 

回数 21 70  21 67  21 101  
 人数 2 7  2 7  2 9  

 小規模多機能型居宅介

護 
人数 0 1  0 1  0 1  

 認知症対応型共同生活

介護 
人数 3 4  3 5  3 9  

 地域密着型特定施設入

居者生活介護 
人数 0  0  0  0  0  0  

 地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
人数 0  0  0  0  0  0  

 看護小規模多機能型居

宅介護 
人数 0  0  0  0  0  0  

 
地域密着型通所介護 

回数 740 659  743 550  742 603  
 人数 37 34  39 28  36 27  

（３）介護保険施設サービス 
 介護老人福祉施設 人数 84 85  86 82  88 76  
 介護老人保健施設 人数 27 24  27 32  28 27  
 介護医療院 人数 0  0  0  0  0  0  

※令和５年度の実績値は９月実績までの見込量です。 

■介護予防普及啓発事業の状況 

年度 R3 R4 R5 

区分 実績値 実績値 実績値 

みんなですっぺ！健康づくり（延べ利用者数） 延べ人数 2,529 2,151 1,916 

ぽんぽ館事業（延べ利用者数） 延べ人数 554 457 439 

地区サロン数（活動団体数） 団体数 21 22 24 

地域介護予防活動支援事業（活動団体数） 団体数  5 6 

地域リハビリテーション活動支援の推進（実施回数） 回数 4 2 2 

※令和５年度の実績値は２月実績までの見込量です。 
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第３章 計画の基本的な方向   

第１節 基本理念 

2040 年には団塊ジュニアの世代が 65 歳以上となり、さらに高齢化が進むこ

とが見込まれるなか、高齢者のライフスタイルや生活意識、ニーズ等がさらに

多様化していくことが予測されます。高齢期を迎えても、それぞれの人が豊富

な経験や知識、特技等を地域社会に活かすことができる環境をつくるとともに、

お互いに助け合い支え合う、参加と協働の地域づくりを推進していく必要があ

ります。 

一方、要介護者が増加する中で、介護・医療等の支援を必要とする高齢者が、

可能な限り住み慣れた地域で個人の尊厳やその人らしい生き方が尊重され、自

立し安心して生活していくことができるよう、村民、事業者等と連携・協働し

て、高齢者の地域生活を支える「地域包括ケアシステム」の推進を図り、地域

共生社会の実現を着実に推進していきます。 

 

■基本理念 

 

 

 

 

 

第２節 基本目標 

本計画の基本理念の実現にあたり、以下の５つを基本目標として設定します。 
 

基本目標

１ 
高齢者がいきいきと健やかに暮らせる生きがい施策の推進 

 

基本目標

２ 
高齢者が安心して快適に生活できる福祉の充実 

 

基本目標

３ 
高齢になっても暮らし続けられる家庭・住まいと地域づくり 

 

基本目標

４ 
適切な介護サービスの利用 

 

基本目標

５ 
村独自の健康づくりと生活支援の仕組みづくり 

誰もが望む暮らしの実現に向け努力し 

ともに支え合う地域社会をめざす！ 
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第３節 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標２ 

高齢者が安心して快適に生活

できる福祉の充実 

基本目標３ 

高齢になっても暮らし続けられ

る家庭・住まいと地域づくり 

１ 将来を見据えた健康づくりの推進 

２ 介護予防の推進 

３ 生活支援サービスの支援 

４ 認知症支援策の充実 

５ 高齢者の権利擁護の推進 

基本目標４ 

適切な介護保険サービスの 

利用 

基本目標５ 

村独自の健康づくりと生活 

支援の仕組みづくり 

１ 利用量の見込み 

２ 人材の確保や質の向上、業務効率化の促進 

３ 低所得者等の負担軽減策 

４ 介護サービス基盤の整備 

５ 給付費の見込み 

６ 介護保険料の算定 

基本目標１ 

高齢者がいきいきと健やかに 

暮らせる生きがい施策の推進 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 

２ 包括的支援事業（地域包括支援センタ

ーの運営） 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

４ 任意事業 

高

齢

者

福

祉

計

画 
１ 介護者への支援 

２ 地域の活力を生かした高齢者を支える

仕組みづくり 

３ 災害に強い地域づくり 

４ 高齢者にふさわしい住環境の整備 

介

護

保

険

事

業

計

画 

 

１ 生きがいある暮らしへの支援 

２ 高齢者の社会参加・就労の促進 

 

誰もが望む暮らしの実現に向け努力し 

ともに支え合う地域社会をめざす！ 
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第４章 高齢者福祉計画～高齢者支援施策の推進～ 

基本目標１ 高齢者がいきいきと健やかに暮らせる生きがい施策の推進 

１ 生きがいある暮らしへの支援 

自主活動への支援や、社会参加の機会につながる講座やイベント等を開催し、

多様なニーズを抱える高齢者が生きがいをもって暮らせる環境をつくっていき

ます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、「趣味あり」が 58.5％に対して「思い

つかない」が 29.7％、「生きがいあり」が 55.9％に対して「思いつかない」が 32.9％と、

趣味や生きがいがある方の割合が半数を超える一方、思いつかない方が約３割いること

から、さらなる趣味や生きがいのある暮らしへの支援が求められます。 

また、生きがいづくりにつながる地域活動の参加状況についてはいずれも「参加してい

ない」の割合が最も高く、スポーツ関係のグループ（58.8％）や趣味関係のグループ

（57.8％）、老人クラブ（61.2％）で約６割であったことから、地域活動の参加の場や幅

広く交流できる活動の場を整備し、高齢者が地域の中でいつまでもいきいきと活躍でき

るように支援していくことが重要です。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

住民団体等の活動へ

の助成 

老人クラブや地区サロン、NPO 法人等で行っている運動教室な

どの活動に対して助成金や活動の支援等を行います。担い手不足

による団体の弱体化を食い止めるため、社会福祉協議会と協力し

住民活動をサポートします。 

健康づくりの指導・

助言 

地区ごとに開催しているサロンや百歳体操などの住民主体の活動

の場に、保健指導や介護予防教室などを開催し、専門職が指導・

助言を行い、活動の活性化を図ります。 

生きがい活動の支援 団体の担い手養成に力を入れ、通いの場や生活支援活動の立上げ

支援を継続します。 

生きがい活動の情報発信や、住民ニーズに合わせた新たな活動を

推進します。 
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２ 高齢者の社会参加・就労の促進 

高齢者の知識や経験をボランティア活動や地域活動といった社会貢献活動に

活かせるよう支援を行います。また、戸沢村社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等と

の多様な団体との連携により、地域の人材育成と活躍の場をつくります。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、社会参加につながる地域活動の参加状

況についていずれも「参加していない」の割合が最も高く、ボランティアのグループで

57.9％、収入のある仕事で 47.6％となっていることから、これまで培われてきた豊かな

経験や能力を地域活動に生かすことのできる機会を増やし、社会参加を促すためのきっ

かけを提供することが重要です。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

障がい者・高齢

者への就労支援 

ハローワークや最上障がい者就業・生活支援センター等関係機関と

連携し、障がい者・高齢者の就労を支援します。最上障がい者就労

支援機関協議会では、地域の課題を検討し、雇用の拡大や相談支援

機能の強化を図ります。高齢者への就労支援として、引き続き、関

係機関と課題を共有し、適宜、連携しながら、就労意欲がある高齢

者への相談・支援などを行います。 

活動支援団体へ

の助成 

高齢者の活躍の場として、シルバー人材センターの活動に対して助

成を継続します。 

地域の住民主体の活動に対して助成を行いながら、自主活動として

の自立に向け支援を行います。 

関係機関との連

携強化 

村の関係機関と連携し、住民ボランティア活動の活性化と、地域リ

ーダーの育成に取り組みます。また、社会参加の場として、スポー

ツや文化などの趣味活動の推進、事業の共同開催等で連携を図りま

す。 

 

 

  



 

 

26 

基本目標２ 高齢者が安心して快適に生活できる福祉の充実 

１ 将来を見据えた健康づくりの推進 

生活習慣病の予防は、幼児期からの取組が重要です。そのためには、幼少期

から家族全員が、自分の健康は自分で守るという意識を持ち積極的に健康づく

りに取り組まなければなりません。そのため健康づくり関連事業の普及啓発を

行います。また、健康診断を通じて、生活習慣病の予防や早期発見と指導・助

言を行いながら、若年からの健康づくりを推進し健康寿命の延伸に取り組みま

す。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、自身の健康状態について「とてもよい」

（7.9％）と「まあよい」（67.0％）を合わせた“良好”の割合が 74.9％と、主観的な健

康状態は良好な方が多くを占めている一方、現在治療中または後遺症のある病気につい

て、「ない」が 11.4％であるのに対し、「高血圧」が 49.1％と約半数を占めており、生活

習慣へ留意する必要性が伺えます。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

保健事業と介護予

防の一体的推進 

生まれる前から高齢になるまで、年齢の垣根を超えた健康づくり事

業を一体的に実施します。高齢者に対する健診と各種予防接種を実

施して健康づくりに取り組みます。 

KDB システムを活用した健康指導や、歯周病疾患予防の取組の強

化、各地区サロンでの健康相談、フレイル予防を行います。 

健康手帳の交付 40歳到達者に健康の保持増進のために健康手帳を交付しています。 

働き盛りの世代が健康に関心を持ち、自らの健康を管理することで

介護予防にもつながるので、今後も健康管理に関心を持ってもらう

きっかけの一つとして、継続して交付します。 

健康運動教室 健康の保持増進や生活習慣病予防、運動習慣を身につけるきっかけ

づくりとして、ライフステージに合わせた各健康運動教室を実施し

ます。住民自らが、健康に関心を持ち教室に参加できるよう普及啓

発を強化していきます。 

高齢者のメンタル

ヘルス 

戸沢村は高齢者の自殺率が高く、地域での予防活動は重要となって

います。地区サロンにおいて講話を開催したり、ポスターやのぼり

旗を主要施設に設置することで普及啓発を行っています。 

また、専門の職員によるこころの相談窓口で随時対応していきます。 
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２ 介護予防の推進 

介護予防においては、心身機能の改善と同時に、地域の社会的な活動への参

加促進を図ることが重要です。地域で介護予防に継続して取り組める体制づく

りを進め、自立を支援するとともに介護が必要となる状態をできる限り防ぐ取

組を進めます。また、要支援の状態であっても、現在の状態の維持と改善を図

るために支援します。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、地域活動の参加状況について、介護予

防のための通いの場は「参加していない」の割合が 61.8％と約６割であることから、年

齢を重ねても、いきいきと快適に生活が送れるよう、さらなる介護予防の普及啓発を進

めることが求められます。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

一般高齢者向けの

介護予防教室の推

進 

保健センターで行っている「みんなですっぺ！健康づくり」、ぽん

ぽ館で行っている「水中運動・楽々運動教室」の利用促進のため、

広報誌等を使い情報発信を行います。 

利用者の固定化を解消するため、ニーズ調査を活用した訪問活動に

よる村民への参加啓発、新規参加者向けのイベントの開催、広報活

動の継続などにより、利用者数の増加を目指します。 

事業対象者及び要

支援者認定者への

重度化防止・自立

支援の強化 

 

ニーズ調査などの結果からリスク対象者を把握し、早期に訪問指導

を行います。地域包括支援センターが介護予防支援により適切な介

護予防事業の利用に繋げます。また、個人の達成目標を関係者間で

共有し、重度化防止・自立支援に努めます。そのため、地域ケア会

議や地域リハビリテーション事業の専門職による助言を有効に活用

します。 

住民自ら選択でき

る介護予防の普及

啓発 

村の介護予防事業だけでなく、民間団体の取組や自主活動について

の資源を把握し、介護予防活動の一覧を作成します。住民活動の場

への掲示や広報誌等で情報を発信し普及啓発を促進します。 

積極的に介護予防へ取り組む団体などを広報誌に掲載することで活

動意欲を高め継続して支援します。 
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３ 生活支援サービスの支援 

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるように、介護保

険サービスとともに、介護保険では対応していない多様なサービスにより日常

生活へのきめ細やかな支援や見守り等を行うため、介護保険外サービスのさら

なる利用促進を進めていきます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

在宅介護実態調査の結果では、介護保険サービスの利用状況は「利用している」の割合

が 84.2％である一方、介護保険外サービスの利用状況は「利用していない」が 69.8％で

約７割が利用していない結果となっています。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

村の福祉事業の推

進 

除雪サービス、福祉交通サービス、寝具クリーニング等公的支援

事業を継続し、サービスの内容や必要量などの評価見直しを実施

していきます。そのため、地区の民生委員や老人相談員等から地

域の実情を把握し、住民ニーズに合わせた利用しやすい事業を目

指します。 

地域住民の支え合

い活動の推進 

 

住民主体の活動の拠点となるサロン活動の継続支援と、住民の担

い手を養成し、地域住民の支え合い活動の促進を図ります。その

ため、戸沢村地域助け合い活動の助成を行い、住民主体の支え合

い活動の立上げ支援を行います。 

多様な生活支援サ

ービスの充実 

介護や医療の専門職に頼らず「自分たちでできること」の多様な

生活支援サービスの創出に向け、地域課題を把握し、民間企業と

の連携や住民主体の有償ボランティア等、様々な形で高齢者の生

活をサポートする形をつくります。 
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４ 認知症支援策の充実 

認知症基本法が制定されたことから、戸沢村認知症施策推進計画を策定し、

認知症の総合的支援を実施します。今後、急速に増加することが見込まれる認

知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、認知症につ

いての正しい知識を普及させるとともに、相談窓口の周知に努め、認知症の早

期発見・早期治療や相談体制の充実を図ります。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、認知症に関する相談窓口を知っている

かについては「はい」の割合が 32.6％となっており、約３割の方にしか知られていない

状況です。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

認知症になっても

暮らしやすい地域

づくり 

共生社会に向けて、村内への住民対応として、認知症でも温かく

受け入れられる知識と対応方法の習得を推進します。 

認知症サポーター養成講座を地域で開催し、村民の知識と理解を

深めることで、認知症とその家族が住み慣れた地域で暮らすこと

ができる地域づくりを推進します。 

地域住民が中心となり、認知症サポーターの交流拠点である「チ

ームオレンジ」を立ち上げます。認知症地域支援推進員とチーム

オレンジが協力し、通いの場での多世代交流や認知症への理解の

深化を進めます。 

認知症の予防 若年期からの生活習慣病の予防と高齢期における内科疾患の安定

など保健指導を強化します。 

広報誌やホームページ等で認知症予防の情報発信を行います。認

知症カフェなどの気軽に参加できる集いの場の創出を推進します。 

認知症高齢者への

早期介入と医療連

携 

戸沢村認知症ケアパスを更新し、適切な対応が早期に行えるよう

啓発します。また、介護と認知症に関する相談窓口である「介護お

悩み相談所」を認知症地域支援推進員が常駐する村内介護事業所

に開設し、認知症高齢者や家族の相談に早期介入できるよう、村

民へ周知していきます。 

認知症初期集中支援チームにおいては、認知症の人が認知症の容

態に応じて必要な医療や介護等のサービスを受けれるよう、認知

症疾患センターと連携していきます。 
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資料：厚生労働省 

５ 高齢者の権利擁護の推進 

高齢者の尊厳ある暮らしを実現するため、認知症に限らず自ら権利の主張や

行使ができない状況にある方に対し、必要な支援を行っていきます。 

また、高齢者を取り巻く様々な問題や 8050 問題への対応として福祉のワンス

トップ窓口を開設し、高齢者だけでなく関係する家族の問題に対して関係機関

と連携していきます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、認知症に関する相談窓口を知っている

３割の方のうち、既知の相談窓口については、「役場」の割合が 58.7％で６割近くとな

っているものの、そのほかの相談窓口においてはいずれも半数以下の認知となっていま

す。認知症の方は高齢者のなかでも特に権利侵害の対象になりやすいことから、役場以

外にも、内容に合わせて相談や対応ができる窓口について周知や案内をしていく必要が

あります。 
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【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

成年後見制度の

利用促進 

地域福祉計画の中に成年後見制度利用促進基本計画を位置づけてお

り、それに基づいて実施します。 

チラシなどを配置し普及啓発していますが、制度についての周知が不

足しています。今後は認知症高齢者の増加も見込まれているため、民

生委員や介護施設職員向けに成年後見制度の講話を実施し、地域住民

向けには広報誌等に掲載して制度の周知を図ります。また、令和４年

に地域包括支援センターに設置した成年後見センターの利用を促進し

ていきます。 

また、専門職団体や裁判所とのネットワーク形成については、広域的

に取り組めるよう市町村間で検討していきます。 

高齢者虐待防止 地域包括支援センターが窓口となり、戸沢村高齢者虐待マニュアルに

基づき相談・対応をしていきます。高齢者虐待防止協議会は、成年後

見制度におけるネットワークと重複するため、権利擁護協議会として

年１回開催します。関係機関と連携することで、虐待通報時は速やか

に対応していきます。 

今後も相談窓口の周知、関係機関との情報共有や研修を重ねていきな

がら、早期発見・早期対応を続けていきます。 

消費者被害の防

止 

地区サロンや老人クラブ等の集まりに出向き、消費者生活センターの

出前講座や、窓口へのパンフレット配置等により、消費者被害防止へ

の啓発を行います。 

現在、消費者生活センターの出前講座や戸沢駐在署の啓蒙により、消

費者被害は報告されておりません。しかし、悪質商法は後を絶たず、

新たな手口で次々と発生することから、継続した広報や啓発が必要で

す。引き続き、高齢者の権利擁護事業として出前講座や消費者講座を

開催し、被害防止に努めていきます。 

相談支援体制の

整備 

とざわふれあいセンター内に戸沢村地域包括支援センターと戸沢村社

会福祉協議会で「福祉のワンストップ窓口」を設置し、複雑化・複合

化する生活課題に対応します。村民に対して相談窓口の周知と、地域

の民生委員等との情報共有、関係機関とのネットワークを構築し、様々

な問題の早期介入と課題解決を図ります。 
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基本目標３ 高齢になっても暮らし続けられる家庭・住まいと地域づくり 

１ 介護者への支援 

介護が必要な状態となっても住み慣れた地域で生活できるよう、要介護高齢

者への支援だけでなく、介護者の身体的、精神的負担を軽減する支援が必要で

す。そのために必要な介護者支援に取り組んでいきます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

在宅介護実態調査の結果では、今後の在宅生活の継続に向けて介護者が不安に感じる介

護について、「不安に感じていることは、特にない」の割合が 10.6％で約１割となって

おり、不安に感じていることについては「外出の付き添い、送迎等」が 41.6％、「認知

症状への対応」が 31.0％などをはじめ、在宅介護について様々な不安を抱えている方が

多く見受けられました。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

在宅介護推進のた

めの社会資源の充

実 

在宅医療・介護保険サービスだけでなく、民間サービスや住民ボラ

ンティアなど、地域資源を整理して情報を発信していきます。ま

た、必要な地域資源を精査しながら、新たな社会資源や仕組みを創

出し、在宅介護の推進に取り組みます。 

介護者の心身の負

担を軽減する支援 

介護に関する相談窓口を設置し、必要に応じて適切なサービスの利

用につなげます。特に、認知症の家族介護者は、精神的な不安やス

トレスが大きく、認知症カフェなどで理解者を増やすことも重視し

ます。 

重度在宅介護者へ

の支援の充実 

重度の介護が必要な方の外出には、特殊な移送サービスが必要で

す。車いすやストレッチャーを利用して移動する際の費用負担も大

きいため、介護者に対して助成を継続します。 

また、移送サービス事業者の情報や、助成の申請について、福祉の

しおりや SNS 等で情報を発信します。 
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２ 地域の活力を生かした高齢者を支える仕組みづくり 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるには、村民が主体的に地域

の担い手として高齢者の生活を支援する体制を整備していかなければなりませ

ん。また、介護保険サービス、村の保健福祉サービスに加え、医療との連携も

必要です。そして、村の資源と村民による「地域の活力」を活かし、村と村民

が一体となり、ともに支え合う仕組みづくり、地域づくりを進めます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、家族や友人・知人以外の相談相手につ

いて、「社会福祉協議会・民生委員」の割合が最も高く 31.6％、次いで「医師・歯科医

師・看護師」が 25.1％、「そのような人はいない」が 24.1％となっています。全体にお

いては社会福祉協議会や民生委員、医療従事者が高いものの約３割となっており、家族

や友人・知人以外の相談相手がいない方の割合と大きく変わらないことから、相談でき

る相手としての認識を広めることや、様々な活動について周知していくことが重要です。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

民生委員・老人相談

員による相談活動 

必要に応じて生活状態を把握し、常に村民の立場に立ちながら、

情報提供や相談・助言を行っています。民生委員については、個

別の相談や一人暮らし世帯への声がけ、老人相談員については、

配食サービスによる見守り活動も行っています。老人相談員につ

いては、随時情報交換ができており、特に認知症の早期発見、適

切な支援につながっています。これらの活動により、地域住民が

それぞれの能力に応じて自立した生活が送れるよう、今後も事業

を継続して実施します。 

医療・福祉の専門職

による相談支援 

医療（主治医）や薬局との連携のため、かかりつけ医とかかりつ

け薬局についてポスターや広報等で普及を進めます。 

福祉・介護の相談窓口、生活困窮・法律相談を活用してもらえる

よう広報誌やホームページ等で情報を発信します。 

地域の課題を明確に

して解決できる仕組

みづくり 

生活支援コーディネーターを中心に、地域課題を生活支援体制整

備協議体で協議し、関係機関が連携して村民の課題に対応できる

体制づくりをしていきます。 

村では、自立支援型の地域ケア会議を開催し、個別のケース検討

を重ねながら課題解決に向けた議論を行い、庁内横断的な視点か

ら課題解決に向けた政策調整を行っています。今後も、地域課題

の解決に向けた検討を継続し、関係機関において必要な情報の共

有を図るとともに、関係職員等の資質向上に繋げます。 
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３ 災害に強い地域づくり 

災害時、災害発生前の備え、避難行動や避難所での生活の各段階において、

高齢者など特に配慮を要する方を把握し、村関係課、避難支援者、民生委員、

自主防災組織と情報を共有し、いざという時に備え災害に強い村づくりを進め

ます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、家族形態で「１人暮らし」の割合は 12.0％

と、約１割の高齢者が災害発生時に単独での避難が必要となる可能性が高くなっていま

す。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

災害時要支援者対策

の推進 

戸沢村災害時要援護者避難支援制度では、障害者や一人暮らし高

齢者等（避難行動要支援者という。）が災害時における支援を地域

で受けられるよう、事前に登録を受け付けています。 

戸沢村要支援者避難支援計画を策定し、災害時避難支援登録を行

い、ひとり一人の状況に合わせた個別避難計画を作成しています。

毎年、民生委員により災害時要支援者の情報を更新し、自主防災

組織、消防署、警察署、関係課と台帳を共有し、緊急時に活用で

きる体制を整備しています。 

医療介護事業所等の

業務継続計画

（BCP）の作成と協

力体制の構築 

介護施設入所者は要支援者の対象としていないため、各福祉施設

等のＢＣＰと合わせ、施設間の協力体制について協議の場を作り、

福祉避難の在り方を構築します。 

在宅療養者の災害時

支援 

在宅療養者は、要支援者避難支援登録にて把握・共有しています。 

医療機器使用者等は災害時に限らず、停電が発生した場合も使用

ができなくなってしまうため、非常電源の確保等災害時における

個別計画を作成し、緊急時の対応を明確にしておく必要がありま

す。災害等の発生に備え、安全で安心な在宅療養生活を送れるよ

う万全な体制を整備していきます。 
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４ 高齢者にふさわしい住環境の整備 

認知症に限らず、年齢を重ねても安心・安全で快適な生活を続けるためには、

道路や施設などのハード面だけでなく、各種在宅サービスの充実などのソフト

面においても、利用しやすいように配慮が必要です。戸沢村では、冬期間の除

雪対策等も課題となっています。一年を通して安心して暮らせる住環境の整備

と福祉施策の充実による総合的な村づくりを進めるとともに、安心・安全な住

まいへの支援を行っていきます。 

【ニーズ調査から見えた現状と課題】 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果では、認知症になった際の戸沢村の住みやす

さについて「わからない」の割合が 30.1％で最も高く、次いで「大いに思う」（5.2％）

と「やや思う」（21.8％）を合わせた“住みやすい”が 27.0％、「あまり思わない」（20.1％）

と「まったく思わない」（3.6％）を合わせた“住みづらい”が 23.7％となっており、認

知症になっても安心して住みやすいと思ってもらえるような住環境の整備や施策の充実

が求められます。 

要介護者の介護施設入所の割合は、県の平均に比べて高くなっています。軽度の要介護

状態でも、家族不在時の不安が大きく在宅介護の選択ができない現状です。 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

住み慣れた地域で暮

らすための適切な住

環境の整備 

高齢になっても地域での交流を続け、いきいきと暮らせる健康づ

くりを強化します。また、介護が必要となる前に「終活」につい

て考える機会を作り、生活設計することで介護予防の意識の強化

をはかります。 

必要に応じて、手すりの設置や段差解消等の住宅改修を行い、有

効でかつ適切な事業が実施できるように地域ケア会議等で専門職

に助言をもらい取り組みます。 

介護施設入所に至ら

ない「住まい」の検

討 

介護施設の入所者が増えれば、介護給付費が増加します。自立支

援の観点から、できる事は自ら続け、必要に応じて地域の生活支

援サービスや専門的ケアを必要とする公的サービスを利用しなが

ら生活ができる高齢者向け住宅について検討します。 

特例入所者の要件の

検討 

認知症や独居などの理由で、要介護認定が軽度であっても在宅生

活の継続が困難な方は今後増えていくことが予想されます。特別

養護老人ホームの特例入所については、山形県の特別養護老人ホ

ーム入所指針との整合性を図りながら、ケースごとに適切に判断

していきます。また、入所後の軽度施設入所者の在宅復帰の検討

も行い、適切なサービス利用を促進します。 
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第５章 介護保険事業計画 
～持続可能な介護保険事業の推進～ 

介護保険制度は、介護サービスを使えば使うほど保険料が上昇します。保険

料の高騰化は、高齢者の経済・生活の圧迫につながり、やがては介護保険制度

そのものが破綻する可能性を含んでいます。持続可能な介護保険事業を運営す

るために、介護予防、自立支援や重度化防止のため効果的な施策の展開と両輪

で介護保険サービスを推進し、適切な保険料の設定による運用と給付適正化に

努めます。 

 

■重点的に取組むべき課題と目指す姿 
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基本目標 4 適切な介護保険サービスの利用 

介護保険サービスは、介護が必要になった場合に利用する専門的なサービス

です。介護が必要になっても住み慣れた地域で、できるだけ自立した生活が送

れるよう、地域の実情に合わせて整備していきます。 

１ 利用量の見込み 

（１）居宅サービス・介護予防居宅サービス 
 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅サービス    

 

訪問介護 
回/月 340  340  340  

 人/月 20  20  20  
 

訪問入浴介護 
回/月 340  340  340  

 人/月 20  20  20  

 
訪問看護 

回/月 125  125  127  

 人/月 16  16  16  

 
訪問リハビリテーション 

回/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 居宅療養管理指導 人/月 25  25  25  

 
通所介護 

回/月 631  638  654  

 人/月 64  65  67  

 
通所リハビリテーション 

回/月 62  62  62  

 人/月 10  10  10  

 
短期入所生活介護 

日/月 197  197  197  

 人/月 15  15  15  

 
短期入所療養介護 

日/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 福祉用具貸与 人/月 83  83  81  

 特定福祉用具販売 人/月 0  0  0  

 住宅改修費 人/月 0  0  0  

 特定施設入居者生活介護 人/月 2  2  2  

 居宅介護支援 人/月 133  133  131  
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 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防居宅サービス    

 
介護予防訪問入浴介護 

回/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 
介護予防訪問看護 

回/月 56  56  56  

 人/月 6  6  6  

 
介護予防訪問リハビリテーション 

回/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 介護予防居宅療養管理指導 人/月 1  1  1  

 介護予防通所リハビリテーション 人/月 2  2  2  

 
介護予防短期入所生活 

日/月 6  6  6  

 人/月 1  1  1  

 
介護予防短期入所療養介護 

日/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 人/月 30  30  31  

 特定介護予防福祉用具販売 人/月 0  0  0  

 介護予防住宅改修費 人/月 0  0  0  

 介護予防特定施設入居者生活介護 人/月 0  0  0  

 介護予防支援 人/月 36  35  35  

（２）地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス 
 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域密着型サービス 
   

 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/月 0  0  0  

 
夜間対応型訪問介護 人/月 0  0  0  

 

認知症対応型通所介護 
回/月 97  97  97  

 人/月 10  10  10  
 

小規模多機能型居宅介護 人/月 1  1  1  

 
認知症対応型共同生活介護 人/月 8  9  9  

 地域密着型特定施設入居者生活介

護 
人/月 0  0  0  

 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護 
人/月 0  0  0  

 
看護小規模多機能型居宅介護 人/月 0  0  0  

 

地域密着型通所介護 
回/月 585  585  609  

 人/月 27  27  28  
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 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域密着型介護予防サービス    

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回/月 0  0  0  

 人/月 0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 人/月 0  0  0  

 
介護予防認知症対応型共同生活介

護 
人/月 0  0  0  

（３）施設サービス 
 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

施設サービス    

 介護老人福祉施設 人/月 79  79  77  

 介護老人保健施設 人/月 29  28  28  

 介護医療院 人/月 0  0  0  

 

２ 人材の確保や質の向上、業務効率化の促進 

少子高齢化等の影響から、介護に係る人材の減少が懸念されています。2040

年には、介護サービスの需要が供給を大きく上回ることが予想されているため、

介護職員の人材育成及び確保、定着、離職防止を図ることが喫緊の課題となっ

ています。 

処遇改善等の雇用環境の改善、離職した介護職員への再就職支援、外国人人

材の受入れ、介護ロボットやＩＣＴ技術の導入など、もがみ介護人材確保推進

ネットワーク協議会と一体となり取り組んでいきます。 

また、令和６年２月に戸沢村・鮭川村・大蔵村の社会福祉法人による「最上

三村社会福祉法人連絡会」が設立されました。福祉分野の人材確保などの課題

協議や地域共生社会の実現をめざして連携していくため、協力関係を築いてい

きます。 

 

３ 低所得者等の負担軽減策 

（１）特定入所者介護サービス費 

施設サービスや短期入所サービスにおける食費・居住費について、所得の低

い方に対しては自己負担の上限額が設けられており、これを超えた分は「特定

入所者介護サービス費」として保険給付します。 
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（２）高額介護サービス費等（高額医療・高額介護合算療養費） 

介護サービス利用者の負担割合に応じて利用者負担額が一定の上限金額を超

えた場合については、高額介護サービス費、高額介護予防サービス費として保

険給付します。また、介護保険と医療保険の両方のサービスを利用している方

についても、介護保険と医療保険の両方の負担額を合算し、利用者負担額が一

定の上限金額を超えた部分については、高額医療・高額介護合算療養費として

保険給付します。 

（３）境界層該当者への対応 

介護保険制度においては、介護保険料や介護サービス費等について、本来適

用すべき基準を適用すると生活保護を必要とするが、より低い基準を適用すれ

ば生活保護を必要としない方（これを境界層該当者という）については、より

低い基準を適用して負担を軽減します。 

 

４ 介護サービス基盤の整備 

本計画期間における介護保険施設や介護予防拠点整備の見込みはありません。 
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５ 給付費の見込み 

令和６年度から令和８年度までの各給付費の見込額は以下のとおりとなりま

す。 

（１）居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービス給付費の見込額 

（単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅サービス    

 訪問介護 14,689  14,707  14,707  

 訪問入浴介護 412  412  412  

 訪問看護 5,682  5,689  5,805  

 訪問リハビリテーション 0  0  0  

 居宅療養管理指導 2,530  2,533  2,533  

 通所介護 61,019  61,532  63,091  

 通所リハビリテーション 7,110  7,119  7,119  

 短期入所生活介護 19,027  19,052  19,052  

 短期入所療養介護 0  0  0  

 福祉用具貸与 13,867  13,867  13,334  

 特定福祉用具販売 0  0  0  

 住宅改修費 0  0  0  

 特定施設入居者生活介護 4,817  4,823  4,823  

 居宅介護支援 23,641  23,628  23,264  

地域密着型サービス    

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  

 夜間対応型訪問介護 0  0  0  

 認知症対応型通所介護 5,959  5,966  5,966  

 小規模多機能型居宅介護 2,166  2,169  2,169  

 認知症対応型共同生活介護 26,210  29,588  29,588  

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0  0  0  

 看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

 地域密着型通所介護 64,901  64,983  68,324  

施設サービス    

 介護老人福祉施設 241,822  241,651  235,325  

 介護老人保健施設 96,238  92,664  91,255  

 介護医療院 0  0  0  

介護給付費（Ⅰ） 590,090  590,383  586,767  
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（２）介護予防居宅サービス・地域密着型介護予防サービス給付費の見込額 

（単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防サービス    

 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  

 介護予防訪問看護 2,274  2,277  2,277  

 介護予防訪問リハビリテーション 0  0  0  

 介護予防居宅療養管理指導 240  240  240  

 介護予防通所リハビリテーション 558  559  559  

 介護予防短期入所生活介護 439  440  440  

 介護予防短期入所療養介護 0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 2,785  2,785  2,888  

 特定介護予防福祉用具販売 0  0  0  

 介護予防住宅改修費 0  0  0  

 介護予防特定施設入居者生活介護 0  0  0  

 介護予防支援 1,987  1,934  1,934  

地域密着型介護予防サービス    

 介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  

介護予防給付費（Ⅱ） 8,283  8,235  8,338  

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費（Ⅰ）＋（Ⅱ） 598,373  598,618  595,105  
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（３）標準給付費の見込額 

（単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費（A） 598,373  598,618  595,105  

特定入所者介護サービス費等給付額（B） 

（財政影響額調整後） 
46,249,870  45,848,860  45,715,190  

 特定入所者介護サービス費等給付額 45,548,424  45,153,496  45,021,853  

 見直しに伴う財政影響額 701,446  695,364  693,337  

高額介護サービス費等給付額（C） 

（財政影響額調整後） 
15,399,894  15,266,370  15,221,861  

 
高額介護サービス費等給付額 15,146,337  15,015,011  14,971,235  

見直しに伴う財政影響額 253,557  251,359  250,626  

高額医療合算介護サービス費等給付額（D） 1,318,407  1,306,975  1,303,165  

保険給付費（E）＝（A）＋（B）＋（C）＋（D） 661,341 661,040 657,345 

算定対象診査支払手数料（F） 567 562 561 

標準給付費（G）＝（E）＋（F） 661,908 661,602 657,906 

 

（単位：円） 

（参考） 
令和 22 年度 

推計 

令和 32 年度 

推計 

標準給付費見込額  666,459,736 614,226,222 

 

（４）地域支援事業費の見込額 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

  

  令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防・日常生活支援総合事業費（Ｈ） 18,510 19,910 17,810 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及

び任意事業費（Ⅰ） 
27,000 27,600 28,200 

包括的支援事業（社会保障充実分）（Ⅰ´） 6,222 6,322 6,422 

地域支援事業費（Ｊ）＝（Ｈ）＋（Ⅰ）＋（Ⅰ´） 51,732 53,832 52,432 
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６ 介護保険料の算定 

（１）第１号被保険者介護保険料基準額の算定 

令和６年度から令和８年度までの第１号被保険者の介護保険料基準額は以下

のとおりとなります。参考では、令和 22 年の介護保険料は 9,694 円、令和 32

年の介護保険料は 10,754 円と推計されます。 

（単位：円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３年間合計 

第１号被保険者負担分相当額 

（Ｋ）＝[（Ｇ）＋（Ｊ）]×（Ｌ） 
164,137,289  164,549,941  163,377,712  492,064,942 

 標準給付費（Ｇ） 661,908,387  661,602,525  657,905,880  1,981,416,792 

 地域支援事業費（Ｊ） 51,732,000  53,832,000  52,432,000  157,996,000 

 第１号被保険者負担割合（Ｌ） 23.0％ 

調整交付金相当額 

（Ｍ）＝[（Ｇ）＋（Ｈ）]×0.05 
34,020,919  34,075,626  33,785,794  101,882,340 

調整交付金見込額 

（Ｎ）＝[（Ｇ）＋（Ｈ）]×（Ｏ） 
49,262,000  45,661,000  41,624,000  136,547,000 

 調整交付金見込交付割合（Ｏ） 7.24％ 6.70％ 6.16％  

 
 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３年間合計 

財政安定化基金拠出金見込額（Ｐ）    0 

財政安定化基金償還金（Ｑ） 0 0 0 0 

準備基金の残高    46,000,000 

準備基金取崩額（Ｒ）    23,000,000 

審査支払手数料１件あたり単価 72  72  72   

審査支払手数料支払件数 7,878  7,810  7,787  23,475 

審査支払手数料差引額（Ｓ） 0  0  0  0  

市町村特別給付費等（Ｔ） 0  0  0  0  

市町村相互財政安定化事業負担額（Ｕ）    0 

市町村相互財政安定化事業交付額（Ｖ）     

保険料収納必要額（Ｋ）＋（Ｍ）－（Ｎ）＋（Ｐ）＋（Ｑ）－（Ｒ）＋（Ｓ）＋（Ｔ）＋（Ｕ）－（Ｖ） 434,300,282 
 

保険料収納必要額 434,300,282 円 
 ÷ 

予定保険料収納率 98.50％ 

 ÷ 

所得段階別加入割合補正後第１被保険者（３年間） 4,886 人 

 ≒ 

年額保険料 90,000 円 

 ÷ 

12 か月 

 ≒ 

月額保険料（基準額） 7,500 円 
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（２）第１号被保険者の所得段階別介護保険料 

令和６年度から令和８年度までの第１号被保険者の所得段階別介護保険料

（年額）は以下のとおりとなります。 

 

段階 対象者 
基準額に 

対する割合 
保険料（年額） 

第１段階 

・生活保護の受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全

員が住民税非課税の方 

・本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額＋合計所得金額が 80 万円以下の方 

×0.455 

(×0.285) 

40,900 円 

（25,600 円） 

第２段階 

・本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額＋合計所得金額が 80万円を超え 120万

円以下の方 

×0.685 

(×0.485) 

61,600 円 

（43,600 円） 

第３段階 
・本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額＋合計所得金額が 120 万を超える方 

×0.69 

(×0.685) 

62,100 円 

（61,600 円） 

第４段階 

・世帯内に住民税課税者がおり、本人は住民税非課

税で課税年金収入額＋合計所得金額が 80 万円以

下の方 

×0.90 81,000 円 

第５段階 

（基準額） 

・本人が住民税非課税（世帯に課税者がいる）で本人

年金収入等 80 万円超 
×1.00 90,000 円 

第６段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 120 万円未満 

 
×1.20 108,000 円 

第７段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 120 万円以上

210 万円未満 
×1.30 117,000 円 

第８段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 210 万円以上

320 万円未満 
×1.50 135,000 円 

第９段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 320 万円以上

420 万円未満 
×1.70 153,000 円 

第 10 段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 420 万円以上

520 万円未満 
×1.90 171,000 円 

第 11 段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 520 万円以上

620 万円未満 
×2.10 189,000 円 

第 12 段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 620 万円以上

720 万円未満 
×2.30 207,000 円 

第 13 段階 
・本人が住民税課税で合計所得金額 720 万円以上 

 
×2.40 216,000 円 

※第１段階、第２段階、第３段階の（ ）は公費負担により軽減された割合・金額。 

※保険料（年額）は 100 円未満切り捨てで表示している。 
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基本目標５ 村独自の健康づくりと生活支援の仕組みづくり 

誰もが高齢になり介護が必要になっても、住み慣れた地域で最後まで自分ら

しく暮らすため 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される

しくみを地域包括ケアシステムといいます。このしくみを構築し深化させてい

くために、戸沢村に合わせた様々な事業を展開していきます。 

 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 

（１）介護予防・日常生活支援サービス事業 

総合事業のみを利用する方に対する介護予防サービス計画の作成は、地域包

括支援センターが介護予防ケアマネジメント事業において実施します。 

介護予防事業はこれまでの体制をさらに自立支援・重度化防止への実現に向

けて見直しをします。「これまで提供できていなかった」住民主体の通いの場（通

所型サービスＢ）や生活支援サービスの有償ボランティアの立上げを目指しま

す。 

他施策（地域ケア会議・生活支援体制整備事業など）と連携し、より総合的

に地域課題やニーズを明確にしながら検討していきます。 

① 訪問型サービス 

専門職が提供する介護予防サービスと専門職以外が提供する生活支援中心型

のサービス提供を確保し、必要な支援が受けられるよう体制を整えます。 

② 通所型サービス 

必要なサービスが提供できるよう、受託事業所の確保と事業の目的の共有と

資質向上を図ります。 

③ 介護予防ケアマネジメント事業 

戸沢村では、総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防

支援事業）は、要支援認定者及び事業対象者に対して、介護予防及び日常生活

支援を目的として、心身の状況、置かれている環境、その他の状況に応じて、

利用者本人の選択に基づき、訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活

支援サービスのほか、一般介護予防事業や戸沢村の独自施策等が包括的かつ効

率的に提供されるよう推進します。 
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【訪問型・通所型の見込量】 
（月平均） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

現行相当訪問型サービス 3 人 3 人 3 人 

訪問型サービスＡ 12 人 14 人 16 人 

現行相当通所型サービス 25 人 25 人 25 人 

通所型サービスＡ 40 人 40 人 40 人 

通所型サービス B 1 人 1 人 1 人 

 

（２）一般介護予防事業 

一般介護予防事業は、要介護状態の原因となりやすい生活習慣病の予防や、

転倒予防に向けた筋力訓練など、心身機能の改善に向けた従来の取組に加え、

日常生活動作の向上や社会活動への参加、生きがいづくりを含めた高齢者の健

康と暮らしの向上を図ることを目的として、以下の５事業を組み合わせて実施

します。 

また、よりきめ細かな支援を行うため、引き続き保健事業と介護予防事業を

一体的に実施していきます。 

 

① 介護予防把握事業 

地域の実情に応じ、効果的かつ効率的に収集した情報等を活用して、閉じこ

もり等の何らかの支援を要する方を早期に把握し、住民主体の介護予防活動へ

つなげることを目的として地域住民活動や訪問活動を実施します。 

戸沢村の 65 歳以上の高齢者（要介護認定者以外）に対して日常生活基本チェ

ックリストを実施し、健診データなどとともに現在の日常生活における状態を

把握し、早期の介護予防支援など戸沢村の施策への参加を推進していくための

調査の実施を目指します。 

② 介護予防普及啓発事業 

広報誌等を活用して介護予防に係る基本的な知識の普及啓発を行います。今

後も介護予防や認知症、健康に関する正しい知識等について普及事業を実施し、

介護予防の重要性についての意識啓発に努めます。 

また、事業を通じて利用者を限定せず、参加による自主的な取組の普及を推

進します。 
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③ 地域介護予防活動支援事業 

介護予防事業を普及させるための住民リーダーを育成し、地域における住民

主体の通いの場や支え合いの取組を充実させるための支援を行います。地域活

動団体等への助成や、介護予防に関するボランティア等の人材育成の研修等を

通じて、地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援を行います。 

④ 地域リハビリテーション活動支援事業 

地域リハビリテーションの理念にもとづき、村民一人ひとりが安心して健康

的に暮らし、保健・医療・福祉など様々な分野のサービスによる支援が相互に

連携して機能する体制を整えるための検討や調整を行います。 

【介護予防普及啓発事業の具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

みんなですっぺ！健康づくり 利用者の日常生活での改善点などをアンケート・介護予

防把握事業により評価・検証していきます。利用者の基

本チェックリストの項目の改善向上だけではなく、利用

者の疾病データと連動し、身体的維持・疾病予防など効

果の可視化を目指します。 

ぽんぽ館事業 効果が期待される介護予防体操を住民へ広く周知し、利

用者数を増やします。利用者の体力測定を実施し、運動

器機能の向上・維持を実現します。第８期の効果検証を

行い、その結果を「おまめだより」等で住民へ周知しま

す。 

保健・介護予防の一体的実施 後期高齢者の健康推進及び健康寿命延伸に資することを

目的とし、医療専門職などが通いの場や地区サロンなど

への関与を深め、後期高齢者への個別支援などを強化し

ていきます。国保データベース（KDB データ）や、基本

チェックリストなど様々なデータを活用し、健康状態が

不明な高齢者・介護フレイル状態である高齢者に対して、

専門職が適切な個別支援を実施していきます。 

ニーズ調査の結果を踏まえた

オール戸沢の取組 

若年期からの口腔機能維持・改善を図り、高齢期の口腔

機能リスクを減らすため、村内企業への出前講座を実施

します。口腔ケア指導、歯周病健診の啓発、継続的な企

業への啓発活動を行います。 
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施策及び事業 取 組 内 容 

地区サロンの開催 地区サロンに対し、サロン開催への支援を継続しながら、

フレイル予防重点施策である「運動・口腔・栄養」の専

門職による指導を実施します。 

開催回数を増やし、自主活動への移行を支援するととも

に、介護予防の拠点としてサロンの支援を実施します。 

地域介護予防活動支援事業 住民団体が、地域の集会所等で、高齢者、障がい者、子

ども等に対する運動、趣味活動を通じた日中の居場所つ

くり、または定期的な通いの場を提供する自主的な活動

を支援するため、活動に対して助成金を交付します。 

地域リハビリテーション事業 地域ケア会議のケースを用い、対象利用者の自立支援に

向けたケアが提供できるようにアドバイスを実施してい

くこととします。 

【評価の指標・目標値】 
（年間） 

施策及び事業 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

みんなですっぺ！健康づくり（新規利用者数） ５人 ５人 ５人 

ぽんぽ館事業（新規利用者数） 3 人 3 人 3 人 

地区サロン数（全体活動団体数） １サロン １サロン １サロン 

地域介護予防活動支援事業（新規団体数） 1 サロン 1 サロン 1 サロン 

地域リハビリテーション活動支援の推進（実施数） 4 ケース 4 ケース 4 ケース 
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２ 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

地域包括支援センターの相談体制、介護予防ケアマネジメント等の基本的な

機能の強化を図るほか、地域包括ケアシステムの中核機関としての機能をさら

に充実させます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策及び事業 取 組 内 容 

介護予防支援 訪問活動や関係機関からの情報をもとにリスク対象者を把握し、介

護予防ケアマネジメントにより自立支援・重度化防止に向けて取り

組みます。インフォーマルな資源を活用し、地域生活に属しながら

適切な支援により介護予防意識を広めます。 

総合相談 福祉のワンストップ窓口として、複合化する相談に対応します。関

係機関とのネットワーク構築をさらに深め、今後の対応の質を向上

させていきます。 

権利擁護 高齢者の虐待・困難事例をはじめ、児童、障害、生活困窮など多様

なニーズに対して、関係機関との連携を図り、それぞれのニーズに

則した対応を推進していきます。 

戸沢村権利擁護センターを設置し、成年後見制度の利用促進業務を

行います。 

包括的・継続的

ケアマネジメン

ト 

ケアマネジメントを継続的・包括的にサポートし、地域課題が弊害

になっているケースなどに関して問題解決の方法を行政・地域全体

を巻き込んで検討できる体制を構築します。また、ケアマネージャ

ーや介護職員の資質向上のため研修会等に努め、自立支援・重度化

防止を推進します。 
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３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

地域包括ケアシステム構築のための柱の事業として、多様な主体の参画によ

る日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制及び認知症高齢者への支援

体制の構築等を一体的に推進していきます。 

（１）地域ケア会議の強化・充実 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

自立支援型 

地域ケア会議 

自立支援に向けた支援の在り方について、専門職の助言により検討

していきます。助言が有効に実践できるよう、地域リハビリテーシ

ョン事業による実地指導を行います。 

住宅改修・福祉用具の使用について検討ケースに盛り込み、適正な

活用方法について点検を行います。 

また、検討ケースの振り返りを行い、地域ケア会議の在り方につい

て検証します。 

政策調整 

地域ケア会議 

個別ケースの検討から見えてきた地域課題について、生活支援体制

整備協議会や介護保険事業運営協議会において検討し、政策に反映

させていきます。 

【評価指標・目標値】 
（年開催回数） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

地域ケア会議 

（個別ケース/振り返り） 
4 回（3/1） 4 回（3/1） 4 回（3/1） 

政策調整ケア会議 

（SC 協議会） 
1 回 1 回 1 回 
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（２）生活支援体制整備事業 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

生活支援コーディネーターの

配置 

生活支援や介護予防に資する社会資源の創出及び社会

参加に資する啓蒙活動を主に行うとともに、この取組

を進め、村民が主体となる活動の立上げを働きかけ、

戸沢村のニーズに合った提供拠点の整備につなげます。 

生活支援体制整備協議会の開

催 

高齢者を地域で支えるための定期的な話し合いの場と

して、民間企業や住民団体、地域のリーダーを交えた

協議体を結成し、具体的な取組案を協力して創出でき

るよう協議します。 

【評価指標・目標値】 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

第 1 層生活支援コーディネー

ター配置 
1 人 1 人 1 人 

生活支援体制整備協議会の開

催 
年 2 回 年 2 回 年 2 回 

 

（３）在宅医療介護連携推進事業 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

戸沢村在宅医療・介護連携推

進検討会の実施 

高齢者が医療や介護が必要になっても、住み慣れた戸

沢村で人生の最期まで自分らしい暮らしが続けられる

よう、村内の医療と介護の関係者間で共有すべき地域

課題を協議し、情報共有と解決策の検討を行います。 

最上地域在宅医療・介護連携

拠点 

最上地域保健医療対策協議会に事業委託を行い、医療

と介護の圏域である新庄最上地域において広域に事業

を展開します。 

資源の把握、広域的な課題の検討、多職種連携研修会

等を行います。また、医師会と連携し住民向けの公開

講座も開催します。 
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【評価指標・目標値】 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

戸沢村在宅医療・介護連携推

進検討会の開催 
年 2 回 年 2 回 年 2 回 

（４）認知症総合支援事業 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

戸沢村初期集中支援事業 認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中

支援チーム」を配置し早期診断・早期対応を行います。 

認知症疾患センター、認知症サポート医と連携し認知症

の容態に応じた適時・適切な支援につながるよう支援体

制を整備します。 

認知症地域支援事業 認知症になっても暮らしやすい地域づくりを目指し、認

知症地域支援推進員を中心に、地域の相談窓口を開設し

早期介入に繋げます。また、認知症対応や早期対応の普

及啓発のため住民向けの講座や、認知症の方や家族を対

象に認知症カフェを開催します。 

認知症ケア向上事業 認知症ケアの向上を図るため、村内の医療介護職員に対

して研修会等を行います。 

認知症サポーター養成講座の

開催 

認知症の人や家族が住み慣れた地域での生活の継続を選

択できるよう認知症サポーターを養成します。村内企業

や学生にもサポーター養成を広げ、地域全体の啓発効果

を高めます。 

チームオレンジの立上げ支援 地域住民による認知症サポーターの支援拠点を立上げ、

認知症への理解を深め、認知症の人や家族でも気軽に集

える場を作ることを目指します。シニア世代の介護予防

や、子どもを含めた多世代交流の場としても機能できる

通いの場として盛り上げていきます。 

一人暮らし老人等 

ふれあい弁当 

 

地域の見守り、支え合い体制を構築するため、週 1 回一

人暮らし高齢者等に老人相談員が弁当を配達しながら安

否確認を行います。日常の変化に早期に気づき、認知症

の初期発見に効力を果たします。 
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【評価指標・目標値】 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

初期集中支援チームの配置 
サポート

医 1 名 

チーム員

2 名 

サポート

医 1 名 
チーム員

2 名 
サポート

医 1 名 
チーム員

2 名 

認知症地域支援員配置 4 人 4 人 4 人 

認知症カフェの開催 年９回 年９回 年９回 

認知症ケア向上研修会 年 1 回 年 1 回 年 1 回 

認知症サポーター養成講座 年 2 回 年 2 回 年 2 回 
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４ 任意事業 

（１）介護給付等費用適正化事業 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

要介護認定の適正化 要介護認定の新規申請、区分変更については村で調査を

実施しています。また、４年に１回は必ず各被保険者に

対して村で調査を実施していますが、直営のみでの調査

には限界があり、認定調査票の事後点検は特記事項のみ

となっています。 

サービス事業所の人的不足を理解していながら、直接数

値を表立って出せていないことが課題となっています。

今後は、職員の調査委員も含めて育成を行い、介護事業

所への指導を行います。 

ケアプラン点検 

住宅改修、福祉用具購入の

点検 

従来は書面にてケアプラン点検を実施していましたが、

県のアドバイザー派遣事業を活用し、面談による点検の

方法を学び、包括の主任ケアマネジャーを中心に保険者

としての事業の目的を理解し、保険者目線での点検がで

きるチェックポイントを作成して実施します。 

住宅改修・福祉用具に関しては、申請時の書類・写真等

の書面点検を必ず行い、利用者の状況にあったものであ

るか確認します。地域ケア会議やケアプラン点検の場で

適正に実施されているかを点検します。 

医療情報と突合 国保連合会への事業委託を継続して実施し、提供される

帳票等を活用して適正な請求ができているかを点検しま

す。必要に応じて事業者への指導につなげます。 

【評価の指標】 

実施方法 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

ケアプラン点検 1 事業所 １事業所 １事業所 

地域ケア会議 

住宅改修・福祉用具点検 
1 ケース 1 ケース 1 ケース 
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（２）成年後見制度利用促進支援事業 

【具体的な取組】 

施策及び事業 取 組 内 容 

戸沢村権利擁護センターの

運営 

成年後見制度利用促進基本計画に基づき、成年後見に関

する相談を戸沢村権利擁護センターが対応します。 

戸沢村権利擁護センターは地域包括支援センターに設

置し、地域包括支援センターの権利擁護業務として、行

政、関係機関と連携して支援します。 

高齢者担当、障がい者担当と協力して、成年後見等市町

村申立の支援を行います。 

成年後見等申立費用及び 

後見人等報酬の助成 

市町村申立、低所得者の高齢者に係る成年後見制度の申

立て経費及び成年後見人等の報酬の助成を行います。 

【評価の指標】 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

成年後見制度申立ての費

用の助成 
1 件 1 件 1 件 

成年後見人等の報酬助成 1 件 1 件 1 件 
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第６章 計画の推進 

１ 関係機関・団体等との連携強化 

（１）国・県との連携 

高齢者の地域生活を支える様々な施策は、国や県の制度に基づき運営されて

いるものが少なくありません。そのため、国や県の動向に留意するほか、施設

整備や災害・感染症対策等について国や県とも連携しながら、本計画の確実な

推進を図ります。 

（２）行政内部における関係部門との連携 

高齢者保健・福祉の施策を総合的に推進していくため、保健・福祉分野との

連携はもとより、総務課、危機管理室、地域包括支援センター等の幅広い分野

との連携を促進します。 

（３）関係団体等との連携 

高齢者が、住み慣れた地域で、安心して、心豊かに暮らしていくためには、

行政のみならず、関係団体等との協働により、きめ細かいサービスを提供する

必要があります。そのため、地域包括支援センター、社会福祉協議会はもとよ

り、シルバー人材センター、商工会、ボランティア団体、民生委員・児童委員

協議会等、各種関係団体等との連携を促進します。 

（４）サービス提供事業所等との連携・提供基盤の強化 

介護保険サービスは民間事業者から提供されています。これらの民間事業者

と情報交換を進め、高齢者に対して総合的にサービスを提供する体制づくりを

進めます。 

さらに、地域における民間事業者の多様性を図るため、在宅サービス提供事

業者を中心として、新たな参入やサービス内容の多様化等を適切に促進してい

きます。 

（５）地域住民との連携 

高齢者の在宅生活を支えるためには、介護保険サービスや行政が提供するサ

ービスだけでは十分とはいえません。高齢者が安心できる生活を確保するため

には、高齢者を日常的に支える地域住民の力が必要です。そのため、民生委員、

ボランティア、各種サポーター等との連携を促進するなど、地域住民の活躍に

よるあたたかいまちづくりを推進し、地域共生社会の実現につなげていきます。 
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２ 計画の進行管理と事業の評価 

本計画に基づく施策の実現が図られるよう、計画の定期的な進行管理と目標

に対する適切な実績評価を行い、必要に応じて、計画の見直しを行うなど、Ｐ

ＤＣＡサイクルの適切な運用を図ります。また、当該実績評価の結果について

は、県等関係機関への報告を行うとともに、広く村民に公表し、透明性の確保

を図ります。 

■ＰＤＣＡサイクル 
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１ 戸沢村介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

令和２年４月１日 

訓令第23号 

（名称） 

第１条 本委員会は、戸沢村介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）と称

する。 

（目的） 

第２条 人口の高齢化の進展に伴い、寝たきりや認知症など介護を必要とする高齢者が増加

してきている状況において、介護保険運営の基となる介護保険事業計画の策定と見直し及

び高齢者福祉計画の策定と見直すため委員会を設置する。 

（所掌事務） 

第３条 委員会は、次に揚げる事項について協議検討する。 

（１）高齢者福祉計画の見直しに関すること。 

（２）介護保険事業計画の策定及びその見直しに関すること。 

（３）前各号に関連して必要となる事項。 

（構成） 

第４条 

（１）医師 

（２）福祉関係者 

（３）保健医療関係者 

（４）被保険者代表 

（５）行政関係者 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長、副委員長各１名を置く。 

２ 委員長は、委員の中から互選し、副委員長は委員長が委員の中から指名する。 

３ 委員長は、委員会を総括し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長は、必要と認めるときは委員以外の者に委員会への出席を求め、意見を聞くこ

とができる。 

（委員の任期） 

第７条 委員の任期は、村長が委嘱した日から委嘱した年度の３月３１日までとする。役職

等に変更が生じた場合は、前任者の残任期間とする。 

（事務局） 

第８条 委員会の事務局を戸沢村健康福祉課内に置く。 

（委任） 

第９条 この要綱の定めにない事項は、この委員会で協議のうえ定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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２ 戸沢村介護保険事業計画策定委員名簿 

 

№ 区 分 氏 名 役 職 

1 福祉関係者 菊 地 英 司 戸沢村社会福祉協議会 副会長 

２ 医師 渡 邊 孝 弘 戸沢村中央診療所 医長 

３ 保健医療関係者 佐 藤   繁 戸沢村健康づくり推進協議会 会長 

４ 福祉関係者 髙 橋   茂 戸沢村民生児童委員協議会 会長 

５ 被保険者代表 増 山 博 保 戸沢村介護保険第１号被保険者代表 

６ 被保険者代表 秋 保 三保子 戸沢村介護保険第２号被保険者代表 

７ 福祉関係者 山 内 義 夫 老人相談員代表 

８ 福祉関係者 岸   順 一 特別養護老人ホームまごころ荘 荘長 

９ 福祉関係者 田 中 祐 馬 株式会社くれりあ 代表取締役 

１０ 福祉関係者 八 鍬 真 生 戸沢村社会福祉協議会 事務局長 

１１ 保健医療関係者 村 上 万里子 健康福祉課 保健師 

任期：令和５年１０月２４日から令和６年３月３１日まで 
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３ 計画策定の経緯 

 

期日 内 容 

令和４年１２月 
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

在宅介護実態調査の実施 

第１回 策定委員会 

令和５年１０月２４日 

①介護保険事業計画と第８期計画の評価について 

②ニーズ調査の結果について 

③今後のスケジュールについて 

第２回 策定委員会 

令和６年２月２０日 

①戸沢村高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（案）について 

②第９期介護保険料（案）について 

③今後のスケジュールについて 

令和６年２月２９日～３

月８日 

パブリックコメントの実施 

第３回 策定委員会 

令和６年３月２８日 
①戸沢村高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（案）について 
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